
令和３年４月現在

事前相談後、所定の補助金交付申請用紙に事業計画や収支予算書、事業の内容が分かる

書類、登記簿謄本の写し、直近の決算書の写し（個人の場合は確定申告書）などを添え

て商工観光課まで提出してください。

業務に関する資格取得や、社員研修を充実させたい

自社ホームページ等を作成してPRしたい

新たな販路を開拓したい

新製品や新規事業をPRしたい

自社商品（製品）のパッケージを刷新したい

専門家の招へい、各種機関と連携したい

新規創業後の販路を開拓したい

既存店舗をリフォームしたい

３０万円又は補助事業の対象経費の２分の１に相当する額のいずれか低い方の額

令和３年度の申請は、令和３年４月１日（木）から受付を開始し、１２月２４日（金）

までとします。ただし、補助金は予算の範囲内での交付となりますので、予算額に達し

た時点で受付を終了します。
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２０万円又は補助事業の対象経費の２分の１に相当する額のいずれか低い方の額
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補助対象限度額（申請１回あたり）

補助対象限度額（申請１回あたり）
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補助対象限度額（申請１回あたり）

２０万円又は補助事業の対象経費の２分の１に相当する額のいずれか低い方の額

１０万円又は補助事業の対象経費の２分の１に相当する額のいずれか低い方の額
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３０万円又は補助事業の対象経費の２分の１に相当する額のいずれか低い方の額

補助対象限度額（申請１回あたり）

３０万円又は補助事業の対象経費の２分の１に相当する額のいずれか低い方の額

補助対象限度額（申請１回あたり）

補助対象限度額（申請１回あたり）

１０万円（県内の活動にあっては５万円）又は補助事業の対象経費の２分の１
に相当する額のいずれか低い方の額

補助対象限度額（申請１回あたり）

２０万円又は補助事業の対象経費の２分の１に相当する額のいずれか低い方の額


